
ひょうごフィールドパビリオン CM動画制作放映業務仕様書 

 

１  委託業務名 

ひょうごフィールドパビリオン CM動画制作放映業務 

 

２  業務目的  

兵庫県では地域の「SDGs を体現する活動の現場そのもの（フィールド）」を地域の人々

が主体となって発信し、多くの人を誘い、見て、学び、体験していただく「ひょうごフィ

ールドパビリオン（以下、｢FP｣という）」を展開している。 

本事業は、FP の魅力が伝わる CM動画の制作を行い、CM放映を行うことにより、より多

くの方々に FP の現場に訪問していただくことを目的とする。 

 

 【参考】FP専用ウェブサイト：https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/ 

FP 専用 Instagram：https://www.instagram.com/hyogo_field_pavilion/ 

FP 専用 Instagram（英語）：https://www.instagram.com/hyogo_field_pavilion_en/ 

 

３  事業期間 

契約締結日から令和７年３月 31日まで 

 

４  業務内容 

（１）CM動画の制作・納品 

ア 全体コンセプトの策定 

FPのテーマ“Our Field, Our SDGs”を踏まえ、単なる観光ではなく、地域におけ

る固有性や唯一性、ストーリーのほか、認定プログラムの SDGs に資する学びの要素

や楽しさ、本物感等を伝え、誘客に結びつける CM動画を制作するため、次の要素が

含まれた基本方針・全体コンセプトを策定すること。 

(ア) コンテンツを体験する中で、体験者が「学び」を感じ、心が豊かになること 

(イ) 自分ごととしての「ゴール」を模索し次のステップに繋げる等、未来に向けたメ

ッセージを含めること 

(ウ) 地域の人自らも主体となって地域の取り組みを発信し、誇りに満ちていくこと 

(エ) 今までに無い経験や新しい価値観に触れる機会となること 

(オ) これまで制作したプロモーション動画やプログラム別動画がもつ雰囲気やコンセ

プトを継承し、発展的に昇華するものであること 

  参考：動画ライブラリー：https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/useful/movie/ 

 

 

 

 

https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/
https://www.instagram.com/hyogo_field_pavilion/
https://www.instagram.com/hyogo_field_pavilion_en/
https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/useful/movie/


イ 動画の種別 

(ア) FP理解推進・誘客動画 

    ・FPの施策の意味や狙い、定義等の認知向上を図るとともに、FPへの誘客に結び

つける CM動画を下記３ステップ別に３本以上制作すること。 

I）ひょうごの新しい取組、FPとは何か 

放映時期：2024年秋頃（万博半年前） 

II）FPに来てね 

放映時期：2025年２～３月頃（万博開幕直前） 

        ４～９月頃（万博開催中を想定） 

                 ※万博開催中の動画放映は、当業務に含まない 

III）万博後も続く地域の取り組み 

放映時期：2025年９～10月頃（万博開幕終盤を想定） 

          ※当該動画の放映は、当業務に含まない 

・放映するメディアに応じて、縦横比 16：9、1：1、9：16とするなど複数の形態

に対応すること。 

・下記(イ)の観光誘客動画や、既存動画の再編集の動画を組み入れるなど、FPの

全体的なＰＲを行うとともに、誘客に結びつく動画とすること。 

(イ) テーマ別観光誘客動画 

・FPのテーマ別ストーリーやプログラムの魅力を伝え、誘客を起因させる CM動画

を５本以上制作すること。 

・放映するメディアに応じて、縦横比 16：9、1：1、9：16とするなど複数の形態

に対応すること。 

・各動画内に、FPの内容や FPへの誘客動画だということを理解できるように明示

すること。 

・動画の制作にあたっては、令和４年度及び令和５年度に県が制作した動画を再編

集した内容を基本とするが、新たに撮影した動画とミックスすることや、全て新

たな動画で構成してもかまわない。 

※既に制作済のテーマ/プログラムは下記 URLを参照のこと。 

 https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/useful/movie/?c=3 

 

ウ 上記イで制作する動画に共通の仕様 

(ア) 各動画にバリエーションを持たせた上で、FPの魅力を伝える動画としての統一性

は持たせること。 

(イ) 動画１本あたり 15秒～30秒程度とすること。ただし、より訴求性や CMとしての

効果性が高い提案がある場合は、別途協議による。 

(ウ) 取材対象とするコンテンツやテーマは、FP認定プログラムの中から県と協議の

上、決定すること。 

(エ) 動画は４K解像度以上で撮影すること。 

https://expo2025-hyogo-fieldpavilion.jp/useful/movie/?c=3


(オ) 作成する動画は、可能な限り音声がなくても内容が伝わるようにすること。 

(カ) CM動画のランディング先は、FP専用ホームページ及び専用 Instagramを想定して

いる。 

(キ) 字幕や人物起用及びナレーションの有無は、訴求効果が最も見込まれる構成とす

ること。なお、人物を起用する場合は、プロモーション上に最も効果が現れる人

選を行い、必要となる経費は委託料に含めること。また、県職員を起用してもよ

いが、その場合は県と協議すること。 

(ク) イ(イ)テーマ別観光誘客動画にあたっては、外国語を第一言語とする視聴者も意

識して作成し、多言語に対応すること。なお、その場合の対応言語は日本語、英

語を基本とし、仏語、中国語（繁体字）も想定すること。 

(ケ) 県が著作権を有する映像・画像については、無償で使用を認める。 

(コ) 他者が所有する既存の映像を利用する場合や、新たに撮影する場合の交渉や調整

は受託者が行うものとし、取材先への謝金等の必要な経費は本事業に含むこと。

著作権等の許諾が必要な場合の手続きは受託者にて行うこと。 

 

エ 納品時期 

動画の納品時期は各広告配信時期に合わせて、納品すること。ただし、県が想定する

広告配信時期と比較してより効果的な配信時期の提案がある場合は、別途協議による。 

 

オ 留意事項 

(ア) 動画制作にあたっては、県広報広聴課の指導のもと行うこと。 

(イ) 撮影場所、時間等を効率的かつ効果的に実施できるように工夫すること。併せて、

これらで必要となる調整及び撮影許認可等の各種手続きを受託者にて行うこと。 

(ウ) 映像制作にあたっては、受託者が所有している映像や借用映像を使用してもよ 

いが、著作権等の手続きは受託者にて行うこと。 

(エ) 編集に当たっては、県広報広聴課と協議の上、仮編集、本編集の微調整を行うこ 

と。 

(オ) 動画コンテンツに込められた情報の表現力を向上させるため、効果的な音楽や

効果音の挿入を行うこと。 

(カ) BGM等の音楽素材の使用に関しては、基本的にオリジナルかフリー音源を使用し、

著作権の問題が発生しないようにすること。著作権等の許諾が必要な場合の手続

きは受託者にて行うこと。 

(キ) 出演者を起用する場合は、肖像権等の問題が発生しないようにし、権利処理や、

出演料の支払い等の手続きは受託者にて行うこと。 

(ク) 動画制作においては、基本的に受託者の設備及び機器を使用すること。なお、屋

外での撮影が想定されるため、音声については質の高い音声を記録できるように

すること。 

(ケ) 業務の実施に必要なソフトウェア等は、受託者が調達し、管理・運用を行うこと。 



(コ) 業務実施にあたり、受託者はデータの漏洩、データの滅失、事故等の予防に十分

留意し、業務の信頼性及び安全性の確保に努めること。 

(サ) 業務実施による成果物は、全て県の権利に属するものとする。 

(シ) 納品は、データにて最適な解像度でおこなうこと。なお、完成した動画から順次

納品を求める場合がある。その場合は県の指示に従うこと。 

(ス) 納品物にはそれぞれタイトル等をつけること。 

(セ) 本紙に記載のない事項であっても、業務の性質上当然実施しなければならない

もの及び業務の遂行に必要な事項はすべて実施するものとし、これを従事者に

周知徹底の上、業務遂行に当たること。 

(ソ) トラブル発生時には、受託者の責務により、迅速な対応により回復を図ること。 

(タ) 業務の実施に伴い、適用を受ける法令、規定、基準、指針等については、これを

遵守し、遺漏のないようにすること。 

 

（２）広告配信業務 

ア 広告配信 

制作した動画が、より多くの方々に視聴いただけるような広告配信を実施するこ

と。 

(ア) 広告配信時期 

a FP理解推進・誘客動画は、以下の２段階に分けて実施すること。 

広告配信は、日本国内、特に関西圏内を想定している。 

I）ひょうごの新しい取組、FPとは何か 

放映時期：2024年秋頃（万博半年前）１ヶ月程度 

II）FPに来てね 

放映時期：2025年２～３月頃（万博開幕直前）１ヶ月程度 

なお、当該動画は万博期間中も放映することを想定している。 

b テーマ別観光誘客動画の広告は、次の通り実施すること。 

なお、海外（米国、仏、豪州、香港・台湾）を広告配信国として想定している。 

I）観光誘客動画・既存動画の再編集 

放映時期：2024年秋頃（万博半年前）１ヶ月程度 

(イ) 広告配信メディア 

YouTubeや SNS など、FPの魅力や FP 現地への誘客を最もよく訴求し、費用対効果

が最も高いと考えられる手法を提案すること。 

(ウ) 効果的な広告展開のマネジメント 

 広告配信に当たって、訴求性があり効果的な広告展開ができるようランディング

状況等を鑑みながら広告配信先やカテゴライズ等のマネジメントを行うこと。 

イ 適切な動画配信の提案 

上記以外の広告配信が決まっていない動画については、訴求性があり、誘客に結び

つきやすい動画配信の提案を行うこと。 



ウ 効果測定 

広告配信の結果として、効果測定を行い(動画視聴数、SNSフォロワー増加数等)、

その結果を県にレポートにして報告すること。 

 

５  実績報告  

・業務完了後、受託者は速やかに事業の成果をまとめた報告書を県へ提出すること。 

・契約期間満了までに、総事業費を整理し、事業全体の実績報告書を提出すること。 

 

６  業務実施上の注意事項 

（1）実施計画の策定 

受託者は、業務を進めるに当たり、事業計画及びスケジュール、実施体制等を記し

た実施計画を県に提出すること。 

(2) 業務の進捗管理 

本業務の進め方について、受託者は、県と密に協議、連絡調整を行い、適切なスケ

ジュール管理を行うこと。 

(3) 成果品の利用 

本業務の成果品の所有権、著作権、利用権は、県に帰属し、県は本業務の成果品を

期間の制限なく無償で、自ら使用するために必要な範囲内において、あらゆる媒体、

手段・方法により公開・放送等に随時利用するとともに、編集・改変を行うことが

できるものとする。このために、受託者は必要な措置を講じた上で成果品を作成す

ることとする。 

(4) 契約不適合 

業務完了後に、受託者の責任に帰すべき理由による成果品の不良箇所があった場合

は、受託者は速やかに必要な訂正、補足等の措置を行うものとし、これに対する経

費は受託者の負担とする。 

(5) 納品データの安全管理 

撮影データ並びに編集データについては、情報漏洩や滅失、毀損の防止、その他適

正な管理のために必要な映像情報の管理、運営措置を講じなければならない。また、

電子媒体によるデータ納品については、ウイルス対策ソフトにより検査し安全性が

確保された上で納品すること。納品物が納品時点でウイルス感染していることによ

り、県又は第三者が損害を受けた場合は、全て受託者の責任と負担により、原状回

復及びその他賠償等について対応すること。 

(6) 機密の保持 

ア 本業務また付随する業務において、県及び受託者はセキュリティポリシーに十 

分留意しなければならない。  

イ 業務実施にあたり、受託者はデータの漏洩、データの滅失、事故等の予防に十 

分留意し、業務の信頼性及び安全性の確保に努めること。 

ウ 万が一、個人情報の漏洩に伴い県に損害が発生した場合は、受託者はその一切 



の責任を負うものとする。  

エ 秘密保持は、業務完了後も有効に存続する。  

（7） 個人情報の保護 

受託者は、本業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合、個人情報の保護に関

する法律（平成 15年法律第 57号）を遵守しなければならない。 

(8) 著作権等の取扱い 

この契約により作成される成果物の著作権等の取り扱いを、以下のとおり定める。 

ア 本業務において制作された成果品の著作権（著作権法（昭和 45年５月６日 法 

律第 48号）第 21条から第 28条までに規定する権利）は、契約期間に関わら 

ず、県に帰属する。 

イ 県は、著作権法第 20条（同一性保持権）第２号第３号又は第４号に該当しな 

い場合においても、本業務目的の範囲において、仕様書等で指定する物件を改 

変し、また任意の著作者名で任意に公表することができるものとする。 

ウ 県の書面による事前の同意を得なければ、著作権法第 18 条及び第 19条を行使 

することができないものとする。 

(9) 第三者の権利侵害の禁止 

本業務の履行に関し、第三者の肖像権、所有権、著作権を侵さないこと。また、第 

三者との間に著作権等に係る権利侵害の紛失等が生じた場合は、受託者の責任及び

負担において対応し、県は責任を負わないものとする。 

(10) 再委託 

受託者は、本業務の全部又は主体的部分（総合的な企画及び判断並びに業務遂行管

理部分)を一括して第三者に委任し、又は請け負わせること(以下「再委託」という。) 

はできない。 

また、本業務の一部を再委託してはならないが、あらかじめ再委託の相手方の住所、

氏名及び再委託を行う業務の範囲等を記載した再委託の必要性がわかる書面を県

に提出し、県の書面による承認を得た場合は、県が承認した範囲の業務を第三者(以

下「承認を得た第三者」という。) に再委託することができる。  

なお、再委託する場合は、再委託した業務に伴う承認を得た第三者の行為について、

受託者は県に対し全ての責任を負うものとする。 

(11) その他 

ア 本業務に関する必要な経費は契約金額に全て含むものとする。 

イ 受託者は、業務の実施に関して、この仕様書に記載のない事項又は業務の実施 

に関して疑義が生じた場合は、県と協議し、その指示に従うこと。 


